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議事
３　次第
〔１〕開会
＜司会＞
定刻となりましたので、只今より、令和６年度　第２回丸亀市国民健康保険運営協議会を開催いたします。

　本日は、大変お忙しい中、ご出席をいただきましてありがとうございます。本日、進行役を務めます、保険課の新開と申します。どうぞよろしくお願いいたします。
　まず、最初に、委員交代のお知らせをさせていただきます。
　本日、机にお配りしている、委員名簿の一番下の欄、被用者保険等保険者代表をご覧ください。全国健康保険協会香川支部からの委員が、伊藤賢宏様から神田昌史様へ交代となりました。神田委員、どうぞよろしくお願いいたします。
＜神田委員＞
　後任の神田でございます。どうぞよろしくお願いします。
＜司会＞
　ありがとうございました。
〔２〕会長あいさつ
それでははじめに、和田会長より皆様にご挨拶をいただきます。
＜会長＞
国保運営協議会の開催にあたり、一言ご挨拶申し上げます。

委員の皆様におかれましては、日頃より国民健康保険事業に対しまして、深いご理解とご協力をいただいておりますことに、厚くお礼申しあげます。

年も改まり、本年4月には、大阪・関西万博が開催されます。平成17年に愛知県で開催されました「愛・地球博」に続き、２０年ぶりに日本で開催される国際博覧会とのことで、大変な賑わいが予想されております。

また、香川県では、瀬戸内国際芸術祭が開催され、コロナ後初の開催であること、また万博との相乗効果が見込まれることから、インバウンドを含む多くの観光客が香川県を訪れることが期待されております。県立アリーナのオープンもあり、本年は香川県にとって、大きな飛躍の年となることを期待しております。

本日は、新年、最初の会でございますが、委員の皆様にとりまして本年が幸多き良い年となりますようお祈り申し上げますとともに、引き続き国保運営の安定化に向け忌憚のないご意見・ご提案をいただけますようお願いいたします。

さて、昨年１２月２日から健康保険証が新たに発行されなくなり、マイナンバーカードの健康保険証利用、いわゆるマイナ保険証を基本として受診する仕組みに移行しております。また、公費負担医療や、こども医療・身障医療などの地方単独医療費助成につきましても、マイナンバーカードを受給者証として利用する取り組みが進められているようです。

さらに、国は医療デジタルトランスフォーメーション推進本部を立ち上げ、国民の保健医療の向上を図ることを目指しており、マイナンバーカードを活用したデジタル化は今後ますます進んでいくと思われます。

このように、医療保険制度をとりまく状況は刻々と変化しておりますが、国民健康保険は、我が国の医療保険制度の中核を担う制度でございます。当運営協議会といたしましても、国の議論を注視しつつ国保制度の動向を見守り、必要な意見を述べてまいりたいと思います。

本日の協議会は、この後、「丸亀市国民健康保険特別会計」及び「診療所特別会計」の令和６年度補正予算・令和７年度当初予算等についての報告が予定されております。

委員の皆様におかれましては、本市国保事業の円滑な運営のため、忌憚のないご意見をいただきますよう、お願い申し上げまして、挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。
＜司会＞

　ありがとうございました。
〔３〕健康福祉部長あいさつ
続きまして健康福祉部長の谷本より、ご挨拶を申し上げます。

＜部長＞

本日は、大変お忙しい中、丸亀市国民健康保険運営協議会にご出席いただきまして、誠にありがとうございます。

また、皆様方には、平素より本市の保険福祉行政に多大なご理解とご協力をいただいておりますこと、この場をお借りして厚く御礼申し上げます。

さて、先ほど、会長のご挨拶にもありましたが、令和６年１２月２日から新たな保険証の発行がされなくなり、マイナ保険証を利用しての受診を基本とする仕組みに移行いたしました。本市の国保被保険者におけるマイナ保険証の利用登録者数は、令和６年11月時点で12,702人、被保険者のうち、67.7％が登録をしています。また、医療機関等でのマイナ保険証利用率は21.72％で、全国の平均利用率23.21％に、おおむね近い数字となっております。

丸亀市国保の方は、保険証の有効期間が本年７月末で終了し、8月以降はマイナ保険証もしくは資格確認証により医療機関を受診することとなります。まだまだマイナ保険証の利用率が低いことから、本市といたしましては被保険者の皆様が、混乱なく円滑に受診できるよう、周知啓発に努めてまいります。

また、現在、国は医療保険制度につきまして、様々な議論を進めております。食材費等の高騰を踏まえた入院時食事療養費の引き上げや、高齢化の進展、医療の高度化等に伴う高額療養費制度の見直しなど、今後、多くの制度改正が予定されております。

このような状況ではありますが、本市は健全な国保事業を運営するため、保健事業の充実や医療費の適正化、保険税収納率の向上などに、積極的に取り組んでいるところですので、委員の皆様におかれましては、本日の会議でのご審議のほど、どうぞよろしくお願い申し上げます。以上挨拶とさせていただきます。お願いいたします。
＜司会＞
　ありがとうございました。
それでは、まず資料の確認をさせていただきたいと存じます。事前にお送りいたしました資料をご用意ください。
・本日の「次第」

・資料１　令和６年度丸亀市国民健康保険特別会計補正予算の見通し
・資料２　令和７年度丸亀市国民健康保険特別会計予算の見通し
・資料２－2　県内市町国保における所得水準と医療費水準の相関図
・資料３　令和６年度丸亀市国民健康保険診療所特別会計補正予算の見通し
・資料４　令和７年度丸亀市国民健康保険診療所特別会計予算の見通し
・資料５　国民健康保険税の賦課限度額及び軽減判定所得の改定について
・資料６　入院時の食費基準額の見直しについて
・資料６(参考資料)　食事療養費の改正告示案（概要）

・資料７　高額療養費制度の見直しについて
・資料７（参考資料）カラー刷りの資料は、本日、机の上に差し替えを置いていますので、そちらをご覧ください。以上でございますが、不足の資料があれば、お持ちいたしますが、よろしいでしょうか。
さて、ここで報告でございます。

本日の協議会は、委員定数１７名のうち１４名のご出席をいただいております。丸亀市国民健康保険運営協議会規則第４条第３項の規定に基づく、委員定数の半数を超えており、かつ、丸亀市国民健康保険条例第2条各号に掲げる委員の区分ごとに、1名以上の定足数を満たしておりますことから、本協議会が有効に成立していることをご報告申し上げます。

また、運営協議会規則第4条第1項の規定により、「会長が協議会の議長となる。」とされておりますので、これからの議事進行につきましては、「和田会長」にお願いいたします。

〔４〕会議録署名委員の指名
＜会長＞
　それでは、規則に基づきまして、議長をさせていただきます。
　まず、次第４.「会議録署名委員の指名」でございますが、協議会規則第７条の規定により議長が指名することになっております。

本日は、田宮委員と大西栄子委員のご両名にお願いしたいと思います。

よろしくお願いいたします。（両委員承諾）
〔５〕議事
それでは、議事に移ります。
議事第１号「令和６年度丸亀市国民健康保険特別会計補正予算」から、

議事第４号「令和７年度丸亀市国民健康保険診療所特別会計予算」については、関連がありますので一括して事務局より説明をお願いします。
＜事務局＞
資料１ページ、議事第1号「令和６年度 丸亀市国民健康保険 特別会計補正予算の見通し」について、説明させていただきます。
時間等を考慮いたしまして、主な「変更点」や「要点」などを中心に説明させていただきますので、よろしくお願いいたします。

左側の表が「歳入」、右が「歳出」の表でございますが、年度末までの決算を見込み、精査した結果、6年度当初の予算に歳入・歳出とも、9億5,877万6千円をそれぞれ増額の補正をいたします。
その結果、6年度の歳入歳出予算は、合計で132億3,677万6千円となります。

主なものは、まず歳出ですが、１款総務費につきましては、人件費が1,500万円の減額、３款「国保事業費納付金」、これは、市や町の国保加入者の医療費や所得水準などに応じて、香川県に納付するものでございますが、医療給付費分、後期高齢者支援分、介護納付金分、合計で７億984万6千円増額いたします。
また、6款基金積立金ですが、左側の歳入科目の9款に繰越金とありますが、昨年度までの繰越金10億8792万円のうち、2分の1を超える額の5億5000万を、歳入の財源を補うために積み立てる予定です。
また、歳入につきましては、１款保険税が、社会保険の適用拡大により、被保険者数の減少もあり、2億円を減額するほか、歳出の科目に対応して、それぞれ充当する歳入科目について、減額又は増額の措置により、最終的に3月議会に9億5,877万6千円の補正を提案する予定でございます。
続きまして、議事第２号「令和７年度 丸亀市国民健康保険 特別会計予算の見通し」について、でございます。
令和７年度当初の歳入歳出予算の合計額は、121億8,000万円で、令和6年度と比較して9,800万円、0.8％の減少となります。

主なものといたしましては、歳出の２款「保険給付費」は、被保険者数の減少により、一般給付費を1億928万円減額するなど、給付費全体で1億1,440万円減額いたします。
次に３款の「国民健康保険事業費納付金」は、先ほどご説明したとおり、丸亀市の国保加入者数や、医療費等に応じ算定される納付金ですが、高額医療費負担金の制度変更がありましたことから、医療給付費分が8,678万円増加し、納付金全体で1,381万円あまり増額納付になります。
国保の被保険者数は減少しておりますものの、一人当たりの医療費は依然増加傾向にあり、それに伴い、納付金も増えていくものと推測されます。
今後も国や県の動向を十分注視して、対応してまいりたいと考えております。
　次に、歳入ですが、１款「保険税」は、19億930万円、被保険者数の減少により、1億円の減額となりますが、今後も税務課と連携し、徴収率の向上に努めてまいります。
次に６款「県支出金」のうち、普通交付金88億9,700万円は、医療給付に充てるための県からの交付金、また、特別交付金1億6,589万円は、特定健診の受診率など丸亀市の取り組みの成果に基づいて交付されるものとなります。

また、8款に「財政調整基金繰入金」2千万円を新たに計上しております。歳出に対して、歳入が不足する見込み、先ほどの高額医療費負担金の制度変更による県への納付金が増額することにより、いわゆる単年度では赤字になる見込みのため、3月補正で積み立てた基金5億5千万円のうち、2千万円を取り崩し、繰り入れいたします。
以上が、簡単ではございますが、令和7年度 国保特別会計予算の主なもの、変更点の説明となります。
次に、資料２-２をご覧ください。

県内市町の国保における所得水準と医療費水準の相関図になります。

右側の図は、縦軸に1人当りの平均所得、横軸は医療費指数になりますが、県内の自治体がどのような位置関係にあるかを表しています。

また、左側は、全国平均の医療費指数を1．０にした場合の表になりますが、香川県の平均は全国平均より高い状況であります。
丸亀市の状況は、昨年は１．１３４６、今年は1.１３０１で、県平均よりも低く、県内17市町で、昨年は9番目でしたが、今年は12番目となります。
また、１人あたりの平均所得については、県平均より少し高い状況となっております。以上が相関図についての説明になります。

最後に、国保会計については、今後、厳しい状況が続くと思われますが、引き続き、庁内関係各課と緊密に連携をとりながら、しっかりと保健事業に取り組むことにより、国や県の補助財源を獲得、確保するとともに、医療費の適正化につなげて、国保会計の安定的な運営に努めてまいりたいと考えております。
続きまして、議事第３号及び第４号についてご説明いたします。
第３号・第４号は、診療所にかかるものでございます。本市における国保直営診療所は、広島診療所と本島診療所の2か所がありますが、資料につきましては、２つの診療所を合計した内容となっております。
まず、資料３「令和６年度 丸亀市国民健康保険 診療所特別会計補正予算の見通し」をご覧ください。
先に、右側「歳出」から、ご説明いたします。太い線で囲まれた「３月補正」の欄をご覧ください。
総務費　施設管理費　一般管理費において、２番給料がマイナス４５０万円、３番職員手当がマイナス８５０万円、４番共済費がマイナス１５０万円、合計１，４５０万円の減額となっております。これは、令和６年度において、本島診療所の常勤医師が不在となり、医師給与等を減額補正するものでございます。なお、本島診療所は、へき地医療支援センター等から派遣された代理診療医師により、診療を継続しております。
　次に、左側「歳入」のうち、歳出と同様に、３月補正の欄を見ていただきますと、繰入金がマイナス１，４５０万円の減額となっております。歳出が減額となったことにより、診療所特別会計への繰入金も減額とするためでございます。その結果、歳入・歳出ともに予算総額は、１億１，５９０万円となります。
続いて、資料４「令和７年度 丸亀市国民健康保険 診療所特別会計予算の見通し」をご覧ください。
予算総額は1億3,650万円で、前年度当初予算に比べ610万円の増額で、対前年度比104.7％の予算になっております。まず、右側の「歳出」予算から説明いたします。右から三番目、太線でかこんだ、「７年度当初予算(案)」の欄をご覧ください。「総務費」は、前年度に比べて374万8千円増の9,194万1千円であります。
「総務費」のうち、「一般管理費」の主な内容としましては、医師２名分の職員給与費、および、看護師と事務員の賃金で、本島診療所4名分、広島診療所4名分の賃金のほか、診療所の維持管理経費等であります。診療所の看護師や事務員は、会計年度任用職員であり、内訳を申し上げますと、「１　報酬」欄の1,939万8千円、「３　職員手当」欄の3,009万5千円の内、743万8千円、「8　旅費」254万8千円の内、205万9千円が会計年度任用職員にかかる経費でございます。給与改定により人件費が増額となりましたが、一方で、本島診療所の常勤医師が確保できたことにより、代理診療医師にかかる委託料が減額となったことから、一般管理費は、前年度と比較して、マイナス605万2千円の減となりました。
次に、総務費のうち「本島診療所整備事業費」でございますが、本島診療所医師住宅の屋根が、経年劣化により修繕が必要となったため、令和７年度に改修工事を行います。屋根の塗り替え等の経費として、980万円を計上しております。
次に下へ下がりまして、「医業費」は、前年度に比べて320万1千円減の2,878万9千円であります。令和７年度は医療機器の購入予定がなく、備品購入費がマイナス345万円の減となっていることが、主な要因でございます。医業費全体の中では、薬剤等の治療材料費が、大きな割合を占めています。
下に下がりまして、「公債費」は、各診療所の医療機器や本島診療所整備事業に係ります、長期償還元金・利子となっております。

「予備費」は、各診療所50万円ずつの100万円としています。
次に、左側の「歳入」予算について説明いたします。右から三番目の太線で囲んだ「７年度当初予算(案)」の欄をご覧ください。

令和７年度の診療収入は、前年度当初予算に比べ、650万円減額の、2,011万円を見込んでおります。島の人口減少等により患者数が減少していることによるものです。
次に、「繰入金」でございますが、国保特別会計からの繰入金で、前年度より1,462万5千円増の1億1,597万5千円です。繰入金が増額した主な理由は、先に説明いたしました、人件費等の増や、本島診療所医師住宅の屋根改修工事、また本島診療所整備事業にかかる公債費の元金の償還などが、主な要因でございます。

診療所特別会計予算にかかる説明は以上でございます。
＜会長＞
議事第1号から第４号について事務局より説明がありました。質問等がありましたら、お願いいたします。

ご意見が無いようですので、次に移らせていただきます。
　議事第５号「国民健康保険税の賦課限度額及び軽減判定所得の改定について」事務局より説明をお願いします。
＜事務局＞（税務課長）
　議事の(5)国民健康保険税の賦課限度額及び軽減判定所得の改定について、資料にそって説明させていただきます。

お手元の資料5ご覧ください。まずは概要になります。国民健康保険税は負担の上限額が定められているため、医療費等の増加により確保すべき保険料（税）が増加した場合、中間所得者層を中心とした限度額に至らない世帯の保険税の負担が重くなる傾向があります。つまり、必要な医療費等を賄うには不足する国保税の保険料率を上げて確保するのですが、負担額には上限があり、一定水準以上の高所得者はそれ以上課税されないため、中間層の負担が高所得者より相対的に重くなるというものです。

このような状況ですので、国においては、限度額を引き上げることにより高所得者層にも応分の負担を求め、中間所得層の負担上昇の抑制を図っていき、また、物価上昇による所得水準の全体的な上昇の影響で応益割軽減を受けている世帯の範囲が縮小しないよう、令和７年度においても賦課限度額の引き上げや、軽減判定所得の政令改正を行うこととしております。この改正案は先般、２月４日に閣議決定され、同日、国会に提出されております。

そこで、本市においても政令に併せて丸亀市国民健康保険税条例の一部改正を予定しているものです。

次に2番の内容をご覧ください。
一つ目は①の賦課限度額です。国民健康保険税は、基礎分と後期高齢者支援金分を合わせた医療分、と介護納付金分の合計となっており、今回引き上げる賦課限度額は医療分でそのうち基礎分が65万円から66万円に、後期高齢者支援金分が24万円から26万円に、介護納付金分は据え置きのままで、合計３万円増額の109万円になります。

二つ目は②をご覧ください。

軽減判定所得になります。国民健康保険税には世帯の所得が一定の基準額以下の場合、（ひと世帯当たりいくら、被保険者一人当たりいくらといった）応益割において7割軽減、5割軽減、2割軽減という軽減制度があります。今回の改正は、そのうち、５割軽減・２割軽減について軽減の判定に用いる所得基準額の見直しを行うものです。

具体的には、裏面をご覧ください。軽減の判定に用いる基準額は、７割軽減の場合、基礎控除額43万円と、10万円に世帯の年金・給与所得者の数から１を引いた数を乗じた金額になります。5割軽減、2割軽減はそれに加えて、それぞれ一定の額に国保加入者である被保険者等の人数を乗じた金額の合計で算出されますが、今回、その一定の額を５割軽減は29万5千円から１万円引き上げて30万5千円とし、２割軽減は54万5千円から１万5千円引き上げて56万円にするものです。

最後に③施行期日は、令和７年４月１日を予定しています。

＜会長＞
議事第５号について事務局より説明がありました。質問等がありましたらお願いいたします。
ご意見が無いようですので、次に移らせていただきます。

議事第６号「入院時の食費基準額の見直しについて」と議事第７号「高額療養費制度の見直しについて」は、今後の制度改正についてでございますので、一括して事務局より説明をお願いします。
＜事務局＞
　議事第６号「入院時の食費基準額の見直しについて」説明をさせていただきます。お手元の資料６の参考資料をご覧ください。

　厚労省が昨年末に発表した、健保、国保、後期高齢者医療、すべての被保険者を対象とする「入院時の食費基準額の見直しについて」の告示案概要でございます。

　内容といたしましては、入院した時の食費については、令和６年度に、１食当たり30円の引き上げを行いましたが、食材費等の高騰が続いており、医療の一環として提供されている食事の質を確保するために、来年度も１食当たり20円引き上げるものとなります。

　なお、住民税が非課税世帯の70 歳以上の方で、所得が一定の基準以下の方（例えば前年の年金収入が 80万円以下）の方については据え置き、また、そのほかの住民税の非課税世帯の方については、１食につき10円の引き上げとなります。

　２の改定案で、表にしておりますが、上側が医療機関に支払われる総額、そのうち、患者さんの自己負担額については、それぞれの区分により、20円、10円、据え置きとなります。

　施行日につきましては、４月１日を予定しております。

続きまして、議事第７号「高額療養費制度の見直しについて」、資料７をご覧ください。

　「高額療養費制度」につきましては、「医療費の家計負担が重くならないように、年齢や年収に応じて、医療機関や薬局で支払う医療費が１か月で一定の上限額を超えた場合に、その超えた額が支給される制度」でございます。

　高額療養費については、高齢化や高額薬剤の普及などにより、その総額が年々増加しており、結果として現役世代を中心とした保険料が増加してきているのが現状です。

　そこで、国においては、セーフティネットとしての高額療養費の役割を維持しつつ、健康な方を含めた全ての世代の方の保険料負担の軽減を図る観点から、今回見直しを行うこととなりました。

　次に「見直しの方針」ですが、政府においては、負担能力に応じたきめ細かい制度設計を行うという観点から、下の表の左側、①平均的な所得層である、年収370万から77０万までの世帯の引き上げ幅を10％に設定し、各所得区分ごとに自己負担限度額を引き上げることになりますが、低所得者の方に配慮するため、住民税が非課税では、2.7％に抑えます。

　また、今後は、②住民税非課税区分を除く各所得区分の細分化を実施する予定としており、資料の次のページの「見直しのイメージ」をご覧ください。

　青の実線が現在の自己負担額の上限の額ですが、今年8月からは、青の点線の上限額に、令和8年からは、グレーの点線の区分に、令和9年からは、赤の実線に上限額と区分が変更される予定となっております。

　また、併せて、イメージ図の真ん中の青い部分、また「外来特例の見直し」の表をご覧ください。

　70歳以上の方だけの制度であります「外来特例」につきましても、年齢ではなく能力に応じた全世代の支え合いの観点から、低所得の高齢者への影響を極力抑制しつつ、上限額の見直しも行うような予定となっております。

　なお、この見直しについては、国会の予算委員会で議論、また報道もされておりますが、ガンなどの長期治療を受ける人の不安の声が上がっており、政府として修正することが検討されておるようですので、国の動向を注視してまいりたいと考えております。
＜会長＞
議事第６号・７号について事務局より説明がありました。質問等がありましたらお願いいたします。
ご意見がないようですので、次に移らせていただきます。
〔６〕その他
　　６番、「その他」でございますが、事務局から何かありますでしょうか。

＜事務局＞
ご審議ありがとうございました。
　本日で、令和６年度の第2回運営協議会を終了したわけですが、委員の皆様におかれましては、本年の5月31日をもって委嘱期間が満了することになっております。
　３年間でありましたが、大変お世話になり、心よりお礼を申し上げます。
　また、６月１日からの委員の選任につきましては、その時期が近づいてまいりましたら、改めてご連絡をさせていただくこともあろうかと思いますので、その節はどうぞよろしくお願い申し上げます。大変有難うございました。
事務局からは以上です。
〔７〕閉会
それでは、他にご意見やご質問はございませんでしょうか。

無いようですので、これをもちまして、本日の協議会は閉会とさせていただきます。各委員の皆様には議事の円滑な進行にご協力いただきましたことを、厚くお礼申し上げます。

　本日は、ありがとうございました。　
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